
建築に関わる法規というと，建築基準法を思い浮かべる方も多いかと思います。
そして，この建築基準法は複雑で難解なものとの印象を抱いている方々も多いで
しょう。なぜ，こんな印象を抱くのでしょうか。

建築基準法は大きな改正を繰り返してきています。基本的な構成は変わりませ
んが，建築基準法を支えるしくみや都市計画制度の変化，あるいは，大地震や火災，
事故などの被害に関して得られた知見や開発された新技術などによる技術的な基
準の改正，などが積み重なる中で，条文が付加され，複雑化してきています。

弊社は建築基準法に基づき建築確認検査を行う民間機関ですが，その日々の業
務の中で年々変化し，複雑化してくる法規と格闘しながら，建築基準法等を活用
する方々に，いかにわかりやすく法規を理解していただくかという点についても
力を注いできました。

そこでこの本では，法律に定められたルールや具体的な規定の内容について紹
介するだけでなく，建築基準法が整備されてきた流れに注目し，なぜこのような
内容となっているのかについても触れることで，法規を正しく理解いただくよう
努めています。法改正の大きな流れと法文の意図するところを理解いただくこと
で，これから皆様が携わっていく業務の中で法規を活用できるようになっていた
だけると考えます。

ところで，なぜ 14 章なのか。それは，多くの教育機関（大学等）で行われてい
る 2 単位・14 コマ（＋試験 1 コマ）の授業で利用いただきやすいことを想定した
からです。この 14 コマという限られた時間数の中で，これから建築に関わる皆
さんに知ってほしい基本的な事項に絞って内容を構成しています。また，基本的
な事項に絞りながら直近の改正にも触れることで，各法規の現在の概要を簡潔に
説明しています。さらに，極力根拠法令を掲載することで，法文を参照していた
だきやすくしています。初めて建築法規を学ぶ多くの方々に，この本を活用いた
だけることを願っています。

2021 年 3 月

日本 ERI 株式会社

代表取締役社長　馬野　俊彦

この本の使い方
～『14章で学ぶ  建築法規』を手に取られた皆様へ～

書籍のコピー，スキャン，デジタル化等による複製は，
著作権法上での例外を除き禁じられています。
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Ⅰ
建築法規を学ぶにあたって
これから建築法規の世界に船出しよう。
建築物は，その計画から工事，利用，必要に応じた改修から除却に至るまで，様々
な法令等から規制を受けており，これらの法令等を理解することが，建築にかかわっ
ていく上での一歩となる。ところが，これらの法令は時代の要請等を受け，たびたび
改正が行われており，それによって，実現できなかった建物の建築が可能になること
もあるし，逆に，今まで建てられた建物が建てられなくなることもある。
この章では，建築と法令とのかかわり，その沿革等について紹介する。

氷川丸（浜野四郎 画）
　氷川丸は1930竣工，北米航路シアトル線を運航した貨客船である。第 2次世界大戦中は病院船とし
て使われたが，戦後は1960年までシアトル航路で運行を続けた。運行終了後は，横浜山下公園前に係
留され，2016年には国の重要文化財に指定されている。
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イ　設計 建築物の設計を行うには，その規模，用途等に応じ
て建築士の資格が必要となる。建築士法には，建築士の種別と業務が可
能な範囲等が定められており，また，建築基準法にも建築士が設計を行
う必要があることが規定されている。⇨�１

建築主等からの委任を受けた設計者は，まず敷地やその周辺を調査し，
立地条件，規模，手法，必要となる許認可の手続き等を検討しながら設
計を進めることになる。あわせて，構造や設備，必要に応じて防災計画
等について，具体的な検討が行われる。これらがまとまったところで，
工事契約を行う流れが一般的である。

なお，建築主は，工事着工前に，建築主事又は指定確認検査機関に確
認申請＊ 1 を行い，確認済証を取得する必要がある。

ウ　工事 工事を始めるにあたって，建築物の所有者等は工事
監理者を選定し，この工事監理者のもとで工事が進められる。工事が特
定の工程まで進むと「中間検査＊ 2」を，工事が完了したときには「完了
検査」を受ける必要があり，完了検査に合格すると検査済証が交付され，
建築物を使用できるようになる。
エ　維持管理 建築物の所有者等＊３は建築物を常に適法な状態に

維持するよう努め，また，不特定多数の人々が利用する建築物等につい
ては，建築主には，建築物の竣工後一定期間ごとに，建築士等に建築物
を検査させ，その結果を特定行政庁に報告する義務＊ 4 がある。

また，建築物のリニューアルや増改築等を行う場合にも，建築基準法
等の規定が適用されるので注意する必要がある。
オ　解体・除却 役目を終えた建築物は解体，除却される。

コンクリートや木材を用いた一定規模以上の建築物の解体については
「建設リサイクル法＊５」で分別解体等し，再資源化等を行うことが義務
付けられている。解体の際に発生した廃棄物についても，「廃棄物処理
法＊６」により，規制がかけられている。⇨�３1

＊1 確認申請⇨４3 2），
Ⅳ３2
一定の用途，構造，階数，
規模の建築物を建築等
する場合や大規模の修繕，
大規模の模様替を行う
場合は，その工事の前に
建築主が建築主事等に
確認申請書を提出し，そ
の計画が建築基準関係規
定に適合することの「確
認」を受けなければなら
ない。
注）確認申請の対象とな
らない建築物についても
対象となる法律等を守る
必要がある。

調査 基本設計 実施設計 工事監理

中間検査 完了検査

計画変更確認申請

企画

立地チェック

� 現地調査
�

立
行政庁調査

ボリュームチェック

避避避難難難規規規定定定チチチェック

防防防火火火規規規定定定チチチェック

必要許認可の洗い出し

特殊手法の検討 許可・認定 確認申請

間検査間検査検検検検検検 完了完完完完完了検査検査査査査査査査査査査査

着工

仮使用認定

維持管理
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＊2 中間検査の対象とな
る工程が定められていな
いものもある。
注）小規模な木造住宅等

（4 号建築物）の場合は，
検査前でも使用できる。
⇨Ⅳ４
＊3 所有者，管理者又
は占有者をいう。
＊ 4 定期報告制度

注）近年は，建築物の転
売等にあたって，法適合
性を示した調査報告書
が添付されることも多く
なっている。

＊5 建設工事に係る資
材の再資源化等に関する
法律
＊ 6 廃棄物の処理及び
清掃に関する法律

仮にあなたが一戸建ての住宅を建てようとするならどうするだろうか。まず
は，どこに建てるのか，どのような住宅にするのか，資金はどうするのかなど
について，まとめてみることになるだろう。さらに，選択した敷地にあなたの
望むような住宅が建てられるのか，何らかの制約はあるのか，必要な手続きが
あるのか，と検討していくことになる。この時点ですでに，建築に関連する法
規についてのチェックが必要となっていることに気づいただろうか。

建築に関しては，建築基準法や建築士法，建設業法をはじめとする多くの法
令に基づき，基準や手続き等が定められている。

1 建築に関わるうえでの法規とのかかわり

ア　企画～計画 建築主は，計画のイメージ，求める機能と条件，予
算とその調達見込み，設計や施工を誰に依頼するかなどについてまとめ
ていく……。この段階で建築士をはじめとする専門家の力を借りること
も多く，特に立地条件等を検討する上で専門家の知識が欠かせないもの
となっている。

事業計画，資金調達など

設計，各種許認可の取得，確認済証の取得

工事契約

工事，中間検査，完了検査，仮使用認定など

工事監理，登記その他の手続き

リニューアル，増改築，用途変更，転売など

定期報告，法適合状況調査など

解体除却（リサイクル，処分）

企画～計画

設計

（契約）

工事

維持管理

解体・除却
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4 延べ面積

建築物の各階の床面積の合計による＊ 12（令 2 条 1 項 4 号）。

5 築造面積　

工作物の水平投影面積による。国土交通大臣が別に算定方法を定めた工作物
については，その算定方法による（令 2 条 1 項 5 号）。

  　面積算定の例

＊12 容積率（法 52 条1
項）対象の延べ面積を算
出する場合は，除外でき
る部分がある。
⇨Ⅵ２

例

北
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2ｍ
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■敷地面積、建築面積、延べ面積を計算する。
（条件）都市計画区域内 自動車車庫や自転車置場、地階の住宅部分
はない 。

中心後退で４ｍ

敷地面積(m2)
15×｛22-(2- 3/2)}=322.5

突出が1ｍ以下
➡建築面積に
考慮しない

地下は住宅用途
ではないので
容積対象

延べ面積(m2)
BF 8×7
1F 10×7 ＝210
2F 12×7

７
ｍ

法42条2項に基
づき特定行政庁
が指定した道

建築面積(m2)
7×｛12＋(2- 1)}=91
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1 敷地面積 

敷地面積は敷地の水平投影面積に
よる＊ 11（令 2 条 1 項 1 号）。

2 建築面積

建築物の外壁又はこれに代わる柱の中心線で囲まれた部分の水平投影面積に
よる（令 2 条 1 項 2 号）。ただし，以下の場合は建築面積に算入しない。

ア　軒，ひさし，はね出し縁などで，壁の中心線から水平距離 1 m 以上
突き出ている場合は，その端から水平距離で 1 m 後退した部分
イ　国土交通大臣が高い開放性を有すると認めて指定する構造の建築物又

はその部分については，その端から水平距離 1 m 以内の部分
ウ　 地階で地盤面上 1 m 以下にある部分  

　その他，さらに詳細な規定が告示として定められている（H5 告 1437）。

A 基本的な考え方

2 階

B 地階の取扱い

この部分は 2階外壁の
中心線が投影される。

C ひさしの取扱い

地階の上部

地盤面

1mを
超える

地階の地盤面上 1mを
超える部分は算入する。

水平距離 1m以下
で突き出ているひ
さしは算入しない。

1mを超えて突き出したひさ
しは，先端から水平距離 1m
後退した線までを算入する。

外壁中心線から
1m以下

1m

1m

不
算
入
部
分

図 -Ⅲ .5.2

3 床面積 

建築物の各階又はその一部で壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平
投影面積による（令 2 条 1 項 3 号）。単なる屋外階段，ピロティ，ポーチ，吹
きさらしの廊下などは原則として床面積に算入しない。

道路 敷地
道路

水平投影面積

図 -Ⅲ .5.1

＊11 建築基準法では敷
地は道路に接しなければ
ならないが，4 m 未満の
狭い道路についても，そ
の中心から 2 m 後退す
ることで道路として扱え
る旨の規定がある。この
場合の後退部分は敷地に
は含めることができない。
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3 準耐火構造

準耐火性能＊ 13 を有する構造をいう。壁，柱，床その他の建築物の部分の構
造が，技術的基準に適合するもので，国土交通大臣が定めた構造方法を用いる
ものと国土交通大臣の認定によるものがある。

１）準耐火構造（45分）＊ 14と準耐火構造（1時間）＊ 15

表 -Ⅹ .4.1　準耐火構造（45分，1時間）に求められる防火性能

建築物の部分
準耐火（45 分） 準耐火（1 時間）

通常の火災による加熱時間
非損傷性 遮熱性 遮炎性 非損傷性 遮熱性 遮炎性

外壁（耐力壁） 45 45 45 60 60 60
外壁（非耐力壁） 延焼部分 － 45 45 － 60 60

非延焼部分 － 30 30 － 30 30
間仕切壁（耐力壁） 45 45 － 60 60 －
間仕切壁（非耐力壁） － 45 － － 60 －
柱 45 － － 60 － －
はり 45 － － 60 － －
床 45 45 － 60 60 －
屋根 30 － 30 30 － 30

軒裏※ 延焼部分 － 45 30 － 60 30
非延焼部分 － 30 30 － 30 30

階段 30 － － 30 － －

※　外壁で小屋裏又は天井裏が有効にさえぎられているものを除く
―　要求なし　　
注）　外壁で遮熱性と遮炎性に時間が示されている部分は，屋外において発生する通常の火災による屋
内への遮熱性と，屋内において発生する通常の火災による屋外への遮炎性を示す。

２）準耐火構造（45分）と同等の構造
通称「ロ準耐」と呼ばれる構造で，次の 2 種類がある（令 109 条の 3）。
ロ -1 外壁を耐火構造とし，屋根を法 22 条の構造などとしたもの。
ロ -2 柱，はりを不燃材料（その他の主要構造部は準不燃材料）でつくり，

外壁の延焼のおそれのある部分を防火構造とし，屋根を法 22 条の構造
などとしたもの。

３）準耐火構造（75分）
壁，柱，床，はり，軒裏を告示の仕様にした構造をいう（法 21 条，R 元

告 193）。

４）準耐火構造（90分）
壁，軒裏を告示の仕様にした構造をいう（法 61 条，R 元告 194）。

＊13 準耐火性能は，通
常の火災による延焼を抑
制するために当該建築物
の部分に必要とされる性
能をいう。
＊14 H12 告 1358
＊15 R 元告 195

1 耐火構造

耐火性能を有する構造をいう。階数と主要構造部の部位に応じて，耐火性能
が必要とされる時間が決められている（令 107 条）（図 -Ⅹ .4.1）。

具体的に告示に示される仕様と国土交通大臣の認定によるものがある。

１）耐火構造に求められる耐火性能の基準
ア　非損傷性 通常の火災の火熱に対する 30 分から 3 時間の非損傷性

能（表 -Ⅹ .4.1）（非耐力壁の外壁で延焼のおそれのある部分以外の部分
は 30 分）。

イ　遮熱性に関する基準（壁・床） 通常の火災の火熱に対する 1 時間
の遮熱性能。加熱面以外の面の温度が，①最高 200 ℃，②平均 160 ℃
以上に上昇しない。
ウ　遮炎性に関する基準（外壁・屋根） 通常の屋内火災による火熱に

よる 1 時間（非耐力壁の外壁で延焼のおそれのある部分以外の部分及び
屋根は 30 分）の遮炎性能。

２）部位に応じて求められる時間

2 耐火建築物

主要構造部を「耐火構造又は耐火
性能検証法で検証したもの」とし，
延焼のおそれのある開口部を「防火

設備」としたものをいう。

 

 

 

 

 

F：最上階から数えた階数

耐力壁(間仕切壁)
耐力壁(外壁)
床
柱
はり
屋根
階段

建築物の

建築物の部分

最上階

⇦建築面積≦1/8の塔屋等は，
　階数に含めず

床まで上階
梁から下階

最上階・
2≦F≦4

5≦F≦14

15≦F

2
3
4
5
6

…
14
15

16

…

1時間 2時間

30分

最上階・
２≦F≦４

５≦F≦14 15≦F

3時間
3時間

1時間 2時間 2時間

図 -Ⅹ .4.1

間仕
切り壁

はり

壁

柱
階段

燃焼のおそれ
のある部分

開口部：防火設備
＊延焼のおそれの
ある部分のみ

主要構造部：耐火構造等

図 -Ⅹ .4.2
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